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避難計画の記載事例について

第１章 計画の基本的事項の検討
１．火山現象と対象地域
２．噴火シナリオと避難計画
３．避難の基本的な方針

第２章 事前対策
１．防災体制の構築
２．情報伝達体制の構築
３．避難のための事前対策
４．救助体制の構築
５．避難促進施設
６．合同会議等

「手引き」で示されている避難計画に定めるべき事項
第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）
１．噴火警戒レベルが事前に引き上げられた
場合の避難対応

２．事前に噴火警戒レベルが引き上げられない
まま噴火に至った場合の避難対応

３．広域避難
４．救助活動
５．災害対策基本法に基づく警戒区域
６．報道機関への対応

第４章 緊急フェーズ後の対応
１．避難の長期化に備えた対策
２．風評被害対策
３．避難勧告・指示解除、一時立入り等の対応

第５章 平常時からの防災啓発と訓練
１．防災啓発と学校での防災教育
２．防災訓練

●本資料は「噴火時等の実践的で具体的な避難計画策定の手引き」（以下、「手引き」という）

において、定めるべきとされている事項を、どのように避難計画に記載するかの参考となる
よう、各火山地域の避難計画の記載内容を、収集・整理したものである。
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記載事例のページ構成

記載事例として収集した
避難計画等

火山避難計画の
記載事例

3

記載事例が該当する

「手引き」の記載すべき
事項（計画編の目次）

記載事例につい
て、検討の背景や、
着目点に対する
考え方の解説

記載事例の内容
について、検討
におけるポイント

を解説

避難計画の記載
を検討する際に、
着目すべき点

活動火山対策特別措置
法第６条第１項で市町村
地域防災計画に定める
べきとされている第１、２、
３、４、６号のうち、記載事
例が該当する項目
・警報等の伝達等
・避難のための措置
・避難施設・避難場所
・避難路・避難経路
・避難訓練の実施
・救助

避難計画の記載にあたっては、記載事例を参考に、各火山地域の
特性や実情に合わせて整理することが重要
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想定される火山現象ごとに、噴火による影響が及ぶおそれのある範囲や被害等を把握することが重要である。

第１章 計画の基本的事項の検討

事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
１．火山現象と対象地域
（１）火山ハザードマップ
（２）計画の対象となる火山現象

秋田駒ヶ岳（秋田駒ヶ岳・秋田焼山火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ａ】火山現象の影響が及ぶおそれのある
範囲の明確化

【Ｂ】計画の対象となる現象の明確化と補足

【Ｂ】火山ハザードマップに記
載された火山現象等の特徴
に加え、想定外の状況時に
起き得る内容についても説
明を記載している。

【Ａ】避難計画検討の基本となる
火山ハザードマップを示し、想定
する噴火現象や影響範囲等につ
いて認識を共有している。
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火山ハザードマップおよび噴火警戒レベルを基に、規制範囲を明確にする。また、避難計画の基本要素とな
る、「どこから誰が」にあたる避難対象地域と避難対象者を明確にすることが重要である。

【Ａ】火口周辺規制及び入山規制範囲の明確化
【Ｂ】避難対象地域・避難対象者の明確化

第１章 計画の基本的事項の検討
事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
１．火山現象と対象地域
（３）火口周辺規制及び入山規制の範囲
（４）避難対象者と避難対象地域

雌阿寒岳（雌阿寒岳火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ｂ】火山ハザードマップで想定さ
れている噴火現象や噴火警戒レ
ベルにおける規制範囲から、避難
対象となる地域を設定している。

【Ａ】火山ハザードマップ等を基に設定され
た規制範囲を明確にしている（運用済みの
火山は噴火警戒レベルも参照）。

噴火警戒レベル３の規制範囲
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噴火に備えた防災対策を検討するための前提として噴火シナリオを明確にする。また、噴火シナリオを基に火山
活動の推移を場合分けし、必要となる避難計画を明確にすることが重要である。

【Ａ】噴火に伴う現象と影響の推移の明確化
【Ｂ】火山活動の推移に伴う避難計画の必要性の整理

第１章 計画の基本的事項の検討
事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
２．噴火シナリオと避難計画
（１）噴火シナリオ

（２）噴火に至るまでの火山活動の推移に応じ
た避難計画の検討

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ｂ】火山活動の推移
を整理し、推移に応
じた避難計画の必要
性を明確にしている。

着目点についての記載箇所の解説

【Ａ-1】火山活動の推移や噴火に至るまでの状況につい
て、協議会で整理した前提条件を明記している。

雌阿寒岳（雌阿寒岳火山防災協議会）
秋田駒ヶ岳（秋田駒ヶ岳・秋田焼山火山防災協議会）のケース

雌阿寒岳火山防災計画（平成29年5月：雌阿寒岳火山防災協議会）

秋田駒ヶ岳（平成27年12月：秋田駒ヶ岳・秋田焼山火山防災協議会）

秋田駒ヶ岳（平成27年12月：秋田駒ヶ岳・秋田焼山火山防災協議会）

【Ａ-2】噴火シナリオを時系列として一覧整理している例
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避難すべき対象者を属性に応じて区分し、それぞれに必要な避難行動を把握することが重要である。

住民、登山者等の避難の基本的な方針の明確化

第１章 計画の基本的事項の検討
事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
３．避難の基本的な方針

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

着目点についての記載箇所の解説

御嶽山（御嶽山火山防災協議会）のケース

住民、登山者、観光客それぞれに避難が必
要となる状況について整理し、避難行動のと
り方や避難方法について明記している（赤枠）。

⇒避難のための措置

住民、登山者、観光客に分けて、
それぞれに必要な避難の考え方
を示している。

住民、登山者、観光客に分けて、
それぞれに必要な避難の考え方
を示している（赤下線）。
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【Ａ】関係機関の防災体制の明確化
【Ｂ】関係機関の役割の明確化

第２章 事前対策
事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
１．防災体制の構築
（１）都道府県及び市町村等の防災体制
（２）協議会の構成機関の役割

各関係機関との連携を高めるため、噴火警戒レベル等に応じた各機
関の防災体制や役割を共有することが重要である。

【Ａ】火山防災協議会を構成
する地方公共団体（関係機
関）の防災体制と職員の配備
体制を噴火警戒レベル毎に

明示している。

【Ｂ】協議会を構成する地方
公共団体（関係機関）の役
割と具体的な防災対応を項
目として整理している。

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」
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【Ａ】噴火警戒レベルごとの防災対応の明確化
【Ｂ】防災対応が必要な施設等の図示

第２章 事前対策

事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
１．防災体制の構築
（３）噴火警戒レベルと防災対応の整理

噴火警戒レベルに応じた防災対応を整理し、防災担当者が表と図を対比させて行動できるよう示すことが重要である。

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

御嶽山（御嶽山火山防災協議会）のケース

事例のポイント

【Ｂ】左表の登山道立入
禁止区間や規制地点を
分かりやすく図示してい
る（色分け、規制地点名
称など）。

【Ａ】登山道規制
など噴火警戒レ
ベルに応じた防
災対応を記載し
ている。レベル３
ではレベル２の
内容も包含した
表示としている。
（例えば、レベル１→
３上昇時にレベル２
で行う防災対応の
見落としを防ぐこと
ができる。）

⇒避難のための措置
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事例のポイント

広域避難実施に向けた避難対象者の受入れと
輸送手段の明確化

第２章 防災訓練

１．防災体制の構築
（４）広域避難の体制構築

検討における着目点

広域避難における避難先（市町村、もしくは避難所等）を明確にしておくとともに、広域避難の判断基準や避難
経路、輸送手段の確保体制、輸送方法等について定めておくことが重要である。

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

富士山（富士山火山防災対策協議会）のケース

都道府県境を超える広域避難を想定し、山梨
県・静岡県・神奈川県の三県が協力して避難
者を受入れることについて明示している。

避難先の選定とともに、広域避難者の輸送手
段の確保について、火山活動に合わせた対応
事項を明示している。

⇒避難のための措置
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【Ａ】発表される火山に関する情報の明確化
【Ｂ】情報伝達・共有体制の明確化

第２章 事前対策
事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
２．情報伝達体制の構築
（１）火山に関する情報の収集と整理
（２）協議会構成機関における情報伝達・共有

防災対応実施の判断基準となる火山情報について、情報の
意味や発信元、発表されるタイミング、収集方法等を整理する

また、構成機関相互の情報収集・伝達系統を定めておくこと
が重要である。

【Ａ】発表される火山情報
に基づき防災対応を整
理する必要があるため、
情報の発表されるタイミ
ング、情報の意味や伝達
方法を明示している。

【Ｂ】協議会構成機
関が整合のとれた防
災対応を実施するた
めに、情報伝達・共
有体制を系統図とし
て整理している。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

⇒警報等の伝達等

【Ｂ】協議会構成機
関が整合のとれた防
災対応を実施するた
めに、情報伝達・共
有体制を系統図とし
て整理している。
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事例のポイント

情報伝達体制の整備状況と周知体制の構築

第２章 事前対策

雌阿寒岳（北海道）
２．情報伝達体制の構築
（３）住民、登山者等への情報伝達と手段

検討における着目点

避難対象地域の住民や登山者等に対して、避難に関わる情報を、迅速かつ確実に周知できるように情報伝達
方法を定めておくことが重要である。

着目点についての記載箇所の解説

情報伝達の多様性を確保している。中
でも、異常や危険性を（国籍を問わず）
誰でも覚知できる信号（警鐘、サイレン、
回転灯）を位置づけている。

観光地内での外国人観光客
等への情報伝達として、日本
語のほか、外国語での周知を
考慮している。

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

雌阿寒岳（雌阿寒岳火山防災協議会）のケース

⇒警報等の伝達等
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避難促進施設等との情報連絡系統の確保、情報伝達に関する協力体制を構
築しておくことが重要である。

【Ａ】住民・登山者等への情報伝達体制の整備
【Ｂ】情報伝達に関する協力体制の構築

第２章 事前対策
事例No.■■ （白山（石川県・岐阜県））
２．情報伝達体制の構築
（３）住民、登山者等への情報伝達と手段
（４）異常現象等の報告等

【A-1】火山に関する情報等の伝達
手段として緊急速報メールを活用
することとした。また、迅速に対応で
きるよう配信例文を整理している。

【B】火山に関する情
報から避難を呼び
かける際の協力要
請先や周知方法を
明確にしている。

【A-2】異常現象の状況を踏
まえ、協議会にて速やかに
対応を協議できるよう、情報
の共有体制を整理している。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

⇒警報等の伝達等 13



【Ａ】発令される情報の明確化
【Ｂ】発令に基づく防災対応

第２章 事前対策
事例No.■■ （新潟焼山（新潟県））
３．避難のための事前対策
（１）噴火警戒レベルと避難勧告・指示等の発令基準

入山規制等の実施の基準、避難準備情報発表の基準、避難勧告・指示発令の基準を明確に定めておくこと
が重要である。

【Ａ】市町村が住民・登山者等の避難を確実に
実施するために、入山規制や避難情報の発

令基準について明示している。

【Ｂ-１】入山規制等の実施に基づき、立入り規制等の周知を
看板の設置により実施することとした。

【Ｂ-２】既に入山中の登山者がいることが想定されるため、
防災ヘリによる上空からの呼びかけも行うこととし、登山届
に基づく情報伝達等も状況に応じて行うこととしている。

新潟焼山（新潟焼山火山防災協議会）のケース
白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒警報等の伝達等
⇒避難のための措置

新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画（平成27年3月：新潟焼山火山防災協議会）

白山の火山活動が活発化した場合の避難計画（平成29年3月：石川県白山市・岐阜県白川村）
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対象火山の地域で想定される火山現象や噴火シナリオに基づく避難の基本的な方針を踏まえ、住民、登山者等
が身を守るための場所として、市町村内において、適切に指定緊急避難場所を指定することが重要である。

指定緊急避難場所（住民・登山者等が身を守るた
めの場所）の明確化

第２章 事前対策

事例No.■■ （新潟焼山（新潟県））
３．避難のための事前対策
（２）指定緊急避難場所の指定

アトサヌプリ（アトサヌプリ火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

火口周辺の登山者や居住地域の住民が身
を守るための施設を整理し、噴火現象ごと
に指定緊急避難場所として指定している。

指定緊急避難場所と防災協定を結び、関係機関と情報を
共有しながら防災対応をとることを明記している。

⇒避難施設・避難場所
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避難対象地域の人口を踏まえた避難所の指定

第２章 事前対策

３．避難のための事前対策
（３）指定避難所の指定

被害想定範囲が噴火現象によっ
て異なり、避難対象範囲が広がる
場合に備え、各現象別に避難所
を整理、指定している。

蔵王山（蔵王町）のケース

各避難対象地域（地区単位）
等での避難所設定の際、避
難経路の安全性も十分考慮
している。

浸水範囲からの避難が容易な経
路を避難経路に指定。浸水しない
施設を避難所として明記している。

避難対象地域の人口を試算しておき、施設として収容可
能かどうかを確認および地区別の割当てについても検
討しておくことが重要である。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難施設・避難場所
⇒避難路・避難経路

16



避難対象地域にて、避難経路
を混同しないよう、地域ごとに
矢印表現を工夫している。

避難対象地域にて、避難経路
を混同しないよう、地域ごとに
矢印表現を工夫している。

避難対象地域にて、避難経路
を混同しないよう、地域ごとに
矢印表現を工夫している。

【Ａ】避難所等までの避難経路
【Ｂ】複数の避難経路の設定

第２章 事前対策

３．避難のための事前対策
（４）避難経路の設定

避難対象地域から避難所等までの避難経路を明確にしておくことが重要である。また、避難経路は、火山現象
や土砂災害の危険性等を考慮し、できれば複数定めておくことが望ましい。

【Ａ-２】避難対象地域にて、避
難経路を混同しないよう、地域
ごとに矢印表現を工夫してい
る。

【Ａ-１】図上に、警戒が必要な
範囲外の写真を付している。
（避難目標地点及び経路の周
知、緊急時の避難誘導要員の
派遣等に有効）。

新潟焼山（新潟焼山火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難路・避難経路

【Ｂ】避難経路の工夫とし
て、複数の経路（黒矢印）
を示している。
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住民、登山者等の避難における輸送手段等
の明確化（離島の場合）

第２章 事前対策

３．避難のための事前対策
（５）避難手段の確保

避難対象者の人数を試算し、住民、登山者等の避難における必要な輸送手段とその台数等をあらかじめ把握
し、必要な輸送機関等との協力体制を構築しておくことが重要である。

島外への避難手段のほか、船舶や港への
連絡先ならびに対応機関を明示している。

避難手段として確保すべき移送手段
を整理し、現状対応可能な機関や車
両等の保有台数を明示している。

三宅島（三宅島火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難のための措置
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救助が必要と判断する場合の、活動範囲や時間に関する情
報共有体制、活動時の退避や撤退を周知するための連絡体制
等を定めておくことが重要である。

救助活動実施時における情報連絡体制等の
明確化

第２章 事前対策

４．救助体制の構築
（１）救助に関する情報共有体制

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

新潟焼山（新潟焼山火山防災協議会）のケース

事例のポイント

⇒救助

救助が必要となった場合の
連絡体制を明記している。

救助車両や救助の実施者が安全に活動できるように、活動拠点や連
絡先の整理、位置図を整理している。

救助が必要と
判断した場合
の、要請先の
連絡先等を明
記している。

19



救助に必要な資機材のリストアップや配備体制を確認する。
また、医療体制として医療機関のリストアップや負傷者等の搬
送体制等を整理しておくことが重要である。

【Ａ】救助に必要な資機材のリストアップ
【Ｂ】噴火災害における負傷者への医療体制の明確化

第２章 事前対策

４．救助体制の構築
（２）救助に関する資機材等 （３）医療体制

【Ａ】救助活動に必要な
資機材をリストアップし、
緊急時の調達先（保管
先）を明記している。

【Ｂ】医療体制として、医療機関をリストアップし、所
在地や連絡先、搬送体制について明記している。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

阿蘇山（阿蘇火山防災会議協議会）
白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

阿蘇火山防災計画（平成27年7月：阿蘇火山防災会議協議会）

白山の火山活動が活発化し場合の避難計画（平成29年3月：石川県白山市、岐阜県白川村）

⇒救助 20



【Ａ】円滑かつ迅速な避難を確保する必要がある施
設の指定

【Ｂ】避難確保計画の作成支援方針

第２章 事前対策

５．避難促進施設
（１）避難促進施設の指定
（２）避難確保計画作成の支援

避難促進施設の役割、法的な位置付けを明確するとともに、施設が影響範囲に含まれる噴火警戒レベルや所在
地、連絡先を施設ごとに明記し、一覧にまとめるなど、緊急時に混乱が生じないよう整理することが重要である。

【Ａ】火口周辺には登山者が集まる拠点や宿泊施設があり、施設の事業者や利用者に
よって防災対応を実施する必要性を整理の上、明記している。

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ｂ】避難促進施設に指定された施設は、避難確保計画を作成
する必要があるため、市村による作成支援（協議会や施設事
業者等との協議等）を実施していくこととしている。
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事例のポイント

合同会議開催の考え方と開催場所の明確化

第２章 事前対策

６．合同会議等

検討における着目点

国は、噴火警戒レベル４以上に相当する噴火警報が発表された場合、噴火等に関する各種情報の交換や、関
係機関が実施する応急対策について相互に協力するため、この合同会議等で協議会の構成機関と緊密に連
携を図ることが重要である。

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

富士山（富士山火山防災対策協議会）のケース

噴火警戒レベル４以上の噴火警報が発表され
た場合の合同会議開催の考え方と、合同会議
の役割について位置付けている。

合同会議開催場所について、富士山の目視・
通信システム設備・会議室の広さを考慮して
選定している。
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【Ａ】噴火警戒レベルに応じた関係機関の体制の
明確化

【Ｂ】噴火警戒レベル引き上げを見据えた対応の
具体化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

１.噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合の
避難対応

（１）異常現象の通報または臨時の解説情報が発表
された場合

①協議会の構成機関の体制

平常時の体制から防災体制に移行し、情報収集・伝達を強化するとともに、火口周辺規制等の必要な防災対応をと
ることが重要である。

【A】噴火警戒レベルに応じて必要な対応は異なるが、それぞれの関係機関で足並み
をそろえた対応にあたる必要があるため、各関係機関がとるべき体制は横並びに整
理しておくとよい。

【B】特に火山の状況に関する解説情報（緊急）の段階では、以降のレベル引き上げと
それに伴う防災対応に備え、準備事項を定めておくとよい。

三宅島（三宅島火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」
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火口近傍の下山者を通じた周囲への情報伝達

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

１.噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合の
避難対応
（２）・（３）噴火警戒レベル２・３の場合
②情報収集・伝達

住民、登山者等への情報伝達を強化し、噴火警戒レベルが引き上げられたことや火口周辺規制の実施等について、
周知徹底することが重要である。

雌阿寒岳（雌阿寒岳火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒警報等の伝達等

雌阿寒岳火山防災計画（平成29年5月：雌阿寒岳火山防災協議会）

利用可能な情報伝達手段が著し
く限られる火口近傍では、登山者
への情報伝達として、声掛け（登
山者同士の挨拶）を伝達手段の
ひとつとして位置付けている。

火口近傍では、身を守る手段や場
所が限られるため、下山の際は、
自身で身の安全を確保することを
明確に伝達することとしている。

現位置から移動しなければ、危険な
場所に留まる可能性があるため、待
避場所等の扱いについては、各火
山で検討の上、定める必要がある。
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【Ａ】火口周辺に通じる登山道の明確化
【Ｂ】噴火警戒レベル引き上げ時の規制位置の明確化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

白山（石川県・岐阜県）
１.噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合
の避難対応
（２）・（３）噴火警戒レベル２・３の場合
③火口周辺規制 ③入山規制

【A】火口周辺に通じる登山道を
整理し、入口を明示している。

市町村は、登山道や道路封鎖等による火口周辺規制・入山規制を実施する。そのため、実施方法や実施担当
者等については、箇所ごとにあらかじめ定めておくことが重要である。

【B】噴火活動の活発
化を想定し、規制位
置を設定している。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

⇒避難のための措置
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警戒範囲内の孤立者対応の具体化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）
事例No.■■ （焼岳（長野県））
１.噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合の避難対応
（２）・（３）噴火警戒レベル２・３の場合
④登山者等の避難誘導

市町村は、防災行政無線、メール、ラジオ、避難促進施設等への連絡等により、登山者等に火口周辺規制範囲内
から規制範囲外への避難を呼びかける。なお、外国人対応として、多言語での呼びかけを行うことが望ましい。

規制や噴火の後には、速やかに警戒範囲内に取
り残された孤立者の有無を確認する必要がある。

ここでは、ヘリコプター等による孤立者の把握、
連絡要員の派遣、救助について明示している。

噴火中はもちろん沈静化したあとも降灰に起因
する土石流等、継続した警戒が必要である。ここ
では、防災無線等による情報伝達、派遣した連
絡要員による呼びかけ等による安全な場所への
一時退避について明示している。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

焼岳（焼岳火山噴火対策協議会）のケース

⇒避難のための措置
⇒救助
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火口近くに位置する避難促進施設は、火山活動
の状況や気象庁、火山専門家、協議会等の助言を
踏まえ、市町村と協議・連携し、規制範囲外への避
難誘導を行うことが重要である。
※ これらの内容が避難確保計画の元となる。

【Ａ】避難誘導が必要となる施設の明確化
【Ｂ】施設等への連絡可能手段の明確化
【Ｃ】施設における噴火時の防災対応の明確化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

１．噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場合
の避難対応
（２）・（３）噴火警戒レベル２・３の場合
⑤避難促進施設による避難誘導

御嶽山（御嶽山火山防災協議会）のケース

【B】火口周辺の施設との連絡可能手段を
整理し、さらに避難者への呼びかけ手段
等も明示している。

【A】火口周辺の施設を整理し、各施設毎に防災対応を整理している。

【C】噴火時の防災対応に加え、平常時か
らの防災対応を明確にし、噴火に備えた
体制を強化している。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難のための措置 27



【Ａ】交通規制道路の明確化
【Ｂ】規制看板等設置箇所の明確化
【Ｃ】噴火警戒レベル引き上げ時の規制位置の明確化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）
（新潟焼山（新潟県）

１．噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場
合の避難対応
（５）噴火警戒レベル５の場合
③通行規制等

地理に詳しい特定の職員に過度に依存しないよう、道路交通規制を実施
する際の判断基準、規制地点、規制位置図等を整理し、住民等の避難
誘導を円滑に行えるよう定めておくことが重要である。

【Ｂ】規制看板設置
箇所を図示している。

【Ａ】噴火による影響が想定される
地域へ通じる道を明示している。

【Ｃ】噴火活動
の活発化を想
定し、規制位置
を設定している。

新潟焼山（新潟焼山火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒避難のための措置
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住民等の避難誘導と対応機関の役割の明確化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

１．噴火警戒レベルが事前に引き上げられた場
合の避難対応
（５）噴火警戒レベル５の場合
⑤住民等の避難誘導

避難誘導の実施項目を明示し、避難誘導者およ
び避難誘導に必要となる資機材や指示方針を明
確にしている。

三宅島（三宅島火山防災協議会）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

避難までの各機関の対応の流
れと避難誘導者を明示している。

⇒避難のための措置

市町村が混乱なく避難誘導を行うため、避難誘導者と実施すべき指示・対応を明確する。また、避難誘導に必要と
なる資機材や搬送手段の確保について整理しておくことが重要である。

避難誘導に関する連絡体制と各
機関の対応を明示している。

また、各機関で実施する避難誘
導について役割を明確にしている。
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【Ａ】緊急退避を行う場所の設定
【Ｂ】緊急退避のルートの設定

白山（石川県・岐阜県）
２．事前に噴火警戒レベルが引き上げられないまま噴火に至った場合の避難対応
（１）突発的に噴火した場合（噴火警戒レベル１→２又は３） ④登山者等の緊急退避とその後の避難誘導

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

市町村は、登山者等に対して緊急退避を呼びかけるとともに、緊急
退避後の避難誘導が行える体制を定めておくことが重要である。そ
のため、日頃からその周知・啓発に務めることが望ましい。

【Ｂ-２】緊急退避を行う際の参考時間（下山に要
する時間）を登山道とともに示している。

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ａ】規制位置を踏まえ、
緊急退避を行う場所を
設定している。（ただし、
あくまでも一時的に身
を隠す場所であり、規
制範囲外の安全な場
所への避難を妨げるも
のではないことに留意）。
【Ｂ-２】規制範囲外に向
かう緊急退避のルート
を設定している。

⇒避難のための措置 30



【Ａ】登山者・観光客の一時的受入れを目的とした
避難所の設定

【Ｂ】登山者・観光客の一時的受入れ施設での対
応の具体化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

２．事前に噴火警戒レベルが引き上げられないまま
噴火に至った場合の避難対応

（１）突発的に噴火した場合（噴火警戒レベル１→２
又は３） ⑥避難所等の開設

避難所等の選定や確保については、自主避難者や要配慮者への対
応や、突発的噴火によって避難してきた登山者等を一時的に収容する
ため、速やかに避難所等を開設し、受入れを行うことが重要である。

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ａ】緊急的に下山した登山者・観光客の中に
は、登山の際と異なる方面に下山した場合や
警戒範囲内に自家用車を残して下山した場合
等、帰宅困難となる者がいることが想定される。
このような登山者・観光客を一時的に受入れる
避難所を設定している。

【Ｂ】一時的に受入れた登山者・観光客へ
の対応として、氏名等の確認・登山届との
照合等の安否確認対応、移動手段の確保
等の帰宅支援対応について具体的に示し
ている。

⇒避難所・避難場所
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【Ａ】要配慮者の避難開始基準の具体化

【Ｂ】要配慮者に特化した広域避難の対応手順・役
割分担の具体化

事例No.■■ （富士山（〇〇県））
３．広域避難
（２）避難手段の確保

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

広域避難の実施が決定した場合、市町村は速やかに対象となる避難者数を把握するとともに、自らが確保できる避
難手段などの情報を、都道府県等と共有する。また、市町村は、都道府県等が確保できる輸送手段とも併せて、避難
対象地域に割り当てることが重要である。

【B-2】噴火警戒レベルに応じた要配慮者（避難行動要支援者）の広
域避難対応の手順を具体化している。

【B】対応手順や役割分担を検討する際には、協議会構成市町村における要配慮者対策、
個別施設が実施する防災対策（避難確保計画等）の進捗を踏まえ、地域の実情にあっ
たものとすること。

【B-1】要配慮者（避難行動要支援者）の広域避難対応に
あたる関係主体間での役割分担を具体化している。

【A】要配慮者（避難行動要支援者）
の避難開始基準を定めている。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

富士山（富士山火山防災対策協議会）のケース
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【Ａ】受入れ市町村・避難所等の想定・確保

【Ｂ】受入れ市町村を含めた広域避難者受入れに係
る対応手順・役割分担の明確化

事例No.■■ （富士山（〇〇県））
３．広域避難
（３）避難先の受入準備

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

広域避難では、避難先となる市町村等との受入準備等における連携が重要である。

【Ｂ-１】噴火警戒レベルに応じた
広域避難先開設の手順を具体
化している。

【Ａ】避難元・避難先市町村の対応関係をわかりやすく
図で示している。また、避難元の避難者数・避難先の
収容能力に加え、避難者特性（要配慮者）や移動手段
等を踏まえ、受入れの実効性向上を図るとよい。

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

富士山（富士山火山防災対策協議会）のケース

【Ｂ-２】受入れ市町村を
含め、広域避難先開設
に係る関係主体間での
役割分担を具体化して
いる。

⇒避難施設・避難場所
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【Ａ】救助要請の連絡先の明確化
【Ｂ】捜索・救助活動時の活動拠点

蔵王山（蔵王町）
４．救助活動
（２）住民等の救助活動

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

居住地域における逃げ遅れ者等の有無を把握するため、住民等の避難者の確認、要救助者情報の収集・確認方
法、各機関による情報共有が重要である。

蔵王山（蔵王町）のケース

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

⇒救助

【Ａ】救助を要する事態が発生した際に誰
でも速やかに要請対応できるよう、関係機
関連絡先を一覧表形式で整理している。

【Ｂ】負傷者の搬送など救助活動の拠点として利用
が想定される施設を整理・明示した。

言語の共通化として、要請先の視点での情報整
理を心掛けている（UTM座標は自衛隊でも採用）。
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事例No.■■ （白山（〇〇県））
４．救助活動
（３）登山者等の救助活動

救助要請の連絡先の明確化

第３章 噴火時等の対応（緊急フェーズ）

事例のポイント

検討における着目点

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース

火口近くにいる登山者等において、要救助者の有無を把握するため、要救助者情報の収集、確認方法、各機関
による情報共有が重要である。 ⇒救助

避難ができなくなった登山者等の救助について、連絡
先や救助要請に関する体制を明記している。また、下
記のように緊急連絡先を整理している。
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避難生活が長期化した場合を想定し、避難者の精神的負担
を軽減するための救援体制や避難所等の環境面を配慮した
対策をとることが重要である。

避難所生活への支援の明確化

第４章 緊急フェーズ後の対応

１．避難の長期化に備えた対策

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

着目点についての記載箇所の解説

樽前山（樽前山火山防災会議協議会）
新潟焼山（新潟焼山火山防災協議会）のケース

新潟焼山の噴火活動が活発化した場合の避難計画（平成27年3月：新潟焼山火山防災協議会）

避難者の心理的負担を解
決するために、衛生面を確
保するなど運営上の課題を
解決する対応を明記した。

樽前山火山防災計画（平成24年3月：樽前山火山防災会議協議会）

避難が長期化する場合を想定し、
ボランティアや物資等を受入れる
こととし、救援体制を確立している。
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協議会の構成機関は、協議会として報道機関に対し、最新の火山活動や復興状況等について正確な情報提供に
努めることが重要である。また、観光ＰＲ活動を行うなど、地域のダメージを軽減するよう努めることが望ましい。

風評被害対策に関する取り組みは、他災害の避難計画での記載事例も参考とし、復旧状況等を正確に把握の上、
情報を発信できるようにするとよい。

風評被害対策に向けた情報の収集・周知体制
の明確化

第４章 緊急フェーズ後の対応

２．風評被害対策

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

着目点についての記載箇所の解説

岩手山（岩手山火山防災協議会）のケース

地域の復旧状況等の正確な把握
方法や安全を宣言するための周知
方法（ウェブサイトや報道機関等）
を定めることが重要である。
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避難勧告・指示解除、規制範囲の縮小又は解除については、発令するための判断基準とその周知方法等を
定め、速やかに対応できるよう定めておくことが重要である。

一時立入りにあたっての判断体制、一時立入時の安全管理や緊急時の連絡体制について定めておくことが
重要である。

【Ａ】避難情報解除における基本方針
【Ｂ】規制範囲の縮小又は解除の基本方針

【Ｃ】一時立入りに向けた情報共有体制と実施基準の
明確化

第４章 緊急フェーズ後の対応

３．避難勧告・指示解除、一時立入り等の対応
（１）避難勧告・指示解除について
（２）規制範囲の縮小又は解除
（３）一時立入りについて

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

【Ｃ-１】避難状況に関して現地対策本
部へ報告する時期・内容を整理し、住
民避難後の対応について明記している。

着目点についての記載箇所の解説

【Ａ】避難情報の解除を発令するた
めの判断基準とその周知方法や規
制解除等について明記している。

【Ｂ】規制範囲の縮小又は解除を発令す
るための判断基準とその周知方法や規
制看板等の扱いについて明記している。

【Ｃ-２】避難状況を把握する体制を
明記した上で、一時立入りの実施
についての考え方を設定している。

白山（石川県白山市・岐阜県白川村）のケース
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住民等、登山者等への防災啓発として、防災や観光のイベント等において、火山について正しく知ってもらうた
めの活動を実施し、普及啓発を図るとともに、学校での防災教育として、教育委員会等と連携することで、児童・
生徒を対象とした防災教育を実施することが重要。

火山についての防災啓発・防災教育への
取り組みの明確化

第５章 平常時からの防災啓発と訓練

１．防災啓発と学校での防災教育
（１）住民等への防災啓発
（２）登山者等への防災啓発
（３）学校での防災教育

事例のポイント

検討における着目点「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

着目点についての記載箇所の解説

箱根山（箱根山火山防災協議会）のケース

火山地域を訪れる登山者・観光客等への
防災啓発として、観光イベント等を活用し、
火山活動等に関する正しい情報提供を実
施し、普及啓発することとしている。

住民等への防災啓発として、防災
に関する集客イベント等を活用し、
火山活動等の情報提供を実施し、
普及啓発することとしている。

学校での防災教育として、教育
委員会等と連携し、火山に関す
る知識の普及や火山防災教育を
実施することとしている。
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事例のポイント

避難計画の習熟に向けた防災訓練の明確化

第５章 防災訓練

２．防災訓練

検討における着目点

火山活動に伴う各種防災対応を迅速かつ円滑に行うため、訓練は継続して取り組むことが重要であり、毎年の
実施時期などを取り決めておくことが重要である。また、避難計画の内容や防災体制等の有効性を検証し、常
に見直しを行うことも重要である。

着目点についての記載箇所の解説

「手引きにおける避難計画に記載すべき事項」

箱根山（箱根山火山防災協議会）のケース

避難時の防災対応を円滑かつ迅速に実施す
るために、要配慮者を含む避難者に配慮した
訓練を実施することと位置付けている。

避難計画の内容や防災体制等の有効性を検
証するために、情報伝達訓練や図上訓練など
の具体的な訓練内容を定めている。

⇒避難訓練の実施
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その他：市町村地域防災計画における避難計画の記載例

火山防災協議会において協議された「火山単位の統一的な避難計画」の内容を、自市町村の地域防災計画に反映す
る方法としては、次の２通りが考えられます。
①「火山単位の統一的な避難計画」を地域防災計画で位置付ける
②「火山単位の統一的な避難計画」の内容のうち、自市町村に関係する部分を地域防災計画に取り込む

①の例： 箱根町地域防災計画

第５編特殊災害対策計画 第１章火山災害対策 第２節災害応急対策計画 資料編

火山単位の避難計画を、当該内容
を定める先として位置づけ、資料編
に掲載。
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その他：市町村地域防災計画における避難計画の記載例

②の例： 高山市地域防災計画（火山対策編）

御嶽山火山防災計画 ８住民・登山者・観光客の避難計画 高山市地域防災計画（火山対策編）第３章御嶽山火山災害対策第４節避難計画

各関係市町村ごとに
避難経路を記載

略

火山単位の避難計画の内容から、
自市町村に関係するものについて、
地域防災計画の記述に反映
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